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２．石油業界を取り巻く状況

 エネルギー転換部門として、気候や景気動向など様々な要因により変化する石油需要に対し、石油製品を安定的
に供給する責務があります。

 製品の品質改善にも積極的に取り組んでいます（サルファーフリーガソリン・軽油は、燃費改善を通じ温暖化対策
にも寄与するとの観点から規制を2～3年前倒しして導入）。

 国内燃料油需要量は1999年度をピークに減少傾向にありますが、特に震災以後、先行きを見通すことが難しい
状況となっています（例：需要構成を示す軽質化率が大きく変動）。

◎国内燃料油需要量及び軽質化率の推移
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（参考）舶用燃料油の硫黄分濃度規制の動向

◎業界情報

・石油精製業： 石油製品の製造及び販売
・業界規模（計画参加会社※）：10社・売上高 17.5兆円 ※製油所・製造所を保有する会社



３．製造工程（製油所）の数値目標

2010年度以降の省エネ対策により、2020年度において追加的対策がない場合、すなわちBAUから原油換算
53万KL分のエネルギー削減量（省エネ対策量）を達成する※1～4。

※1 約140万tCO2に相当

※2 政府の支援措置が必要な対策も含む
※3 想定を上回る需要変動や品質規制強化など業界の現況が大きく変化した場合、目標の再検討を視野に入れる。

2015年度には目標水準の中間評価を行う
※4 個々の省エネ対策箇所について、稼働実績を反映したBAU（追加的対策がない場合）からのエネルギー削減量を把握し、これを業界

全体で積み上げ、目標達成を判断する

◎目標

◎目標指標

2012年度まで取組みを行ってきた自主行動計画では「製油所エネルギー消費原単位」を目標指標としていた

が、今後の省エネ努力をより精緻に評価するため、省エネ努力を直接評価する「エネルギー削減量」を新たな
目標指標としました。

◎目標水準

計画策定段階において各社が予定している省エネ対策をベースに、業界として引き続き省エネ対策に積極的
に取り組んでいくという点を考慮し、原油換算53万KLという目標水準を設定しました。

また、日本国内の製油所は世界最高水準のエネルギー効率にあることから、省エネ余地が限られた水準にお
いて導入される技術は、基本的にBAT（既存最先端技術）の概念に合致することになり、また目標水準は最大
限の取組みが反映されています。
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７．海外への技術協力等

（一財）JCCP国際石油・ガス協力機関等の関係機関を通じた取組み
（※ 取組み詳細は報告書参照）

①専門家派遣事業
産油国からの要望に基づき、製油所の運転、経営管理、人材育成、教育訓練等に関する
指導を行うため日本から専門家を派遣しています。
→2019年度：2件

③基盤盤整備・共同研究事業
産油国石油産業の技術的な課題解決への寄与を目的として、我が国の技術やノウハウの移
転、およびその応用や共同開発を通して、安全操業、近代化、合理化、経済性向上、環境保
全等に貢献しています。
→2019年度：4件
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９．2019年度のエネルギー消費【参考】

◎エネルギー消費量と消費原単位の推移
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【エネルギー消費量】
2018年度15,029 千kl-coe
2019年度14,250 千kl-coe

【エネルギー消費原単位】
2018年度8.41 kl-coe/千kl
2019年度8.40 kl-coe/千kl



10．2019年度のCO2排出【参考】

◎CO2排出量と排出原単位の推移

【CO2排出量】
2018年度3,682万t
2019年度3,440万t

【CO2排出原単位】
2018年度20.61kg/kl
2019年度20.28kg/kl
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11．エネルギー効率の国際比較【参考】

◎製油所のエネルギー効率の国際比較
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 日本の製油所のエネルギー効率は世界最高水準を達成しています。




